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事業費が斜体のものは再掲

単位：千円

24年度 23年度 増　減

暮らしの安全を守る

＜身近な安全の確保＞

交通安全対策の推進 [市民・こども局] 57,393 57,554         △ 161 

・ 交通安全市民総ぐるみ運動の推進　など
◎ 自転車マナーアップ推進事業

路上喫煙防止対策の推進 [市民・こども局] 32,638 31,320 1,318 

・ 重点区域における広報啓発活動　など

地域の防犯対策の推進 [市民・こども局] 490,474 401,508 88,966 

○ 防犯灯設置費及び維持管理費の補助

・ 地域防犯活動の支援及び防犯診断の実施

消費生活の安全を守る [経済労働局] 91,493 86,404        5,089 

・ 消費者自立支援推進事業　
・ 消費者啓発育成事業
・ 消費生活相談情報提供事業　
○ 地方消費者行政活性化事業
・ 食品表示・安全機能強化事業

・ 消費者教育・啓発活性化事業

[建設緑政局] 48,313 13,000       35,313 

民営鉄道駅舎エレベーター等設置事業 [まちづくり局] 33,332 -               33,332 

小学校児童安全対策事業 [教育委員会] 6,212 6,553  △ 341 

児童生徒安全情報配信事業 [教育委員会] 8,778 10,248  △ 1,470 

学校安全対策推進事業 [教育委員会] 28,619 28,619  -

　　　　　　　　　　　　交通安全施設整備の推進

事　業　名　（概　要）

＜　安 全 で 快 適 に 暮 ら す ま ち づ く り　＞

　市民の日々の生活は、個人の生命や財産などの安全が保障されることを基礎として成り立っていま
す。近年こうした安全が脅かされるような出来事が増加していることから、市民の身近な暮らしの安全を
確保するとともに、防災体制を強化し、災害に強いまちづくりを推進します。
　また、都市の成熟化や少子高齢化によって、市民の価値観や地域を取り巻く環境に変化が生じてお
り、より快適で暮らしやすい地域環境の創造をめざし、市民協働による地域課題の解決や、日常生活
での利便性向上に向けた取組により、市民がいつまでも地域に住み続けたいと思えるような環境づくり
を進めていきます。

　 食の安全に関する知識普及及び情報提供を目的とした
フォーラムを開催する。

　 中学生向けの家庭科分野における教材を作成し、消費
者教育・啓発活性化を図る。

　 地球環境に配慮した安全で安心なまちづくりを進めるため、
LED防犯灯の設置促進を行う。

　 自転車マナーアップ指導員による啓発活動等を実施する。

バリアフリー重点整備地区における

６ 平 成 ２４ 年 度 予 算 の 主 な 事 業



単位：千円

24年度 23年度 増　減事　業　名　（概　要）

○児童生徒交通安全対策事業 [教育委員会] 41,361 33,458 7,903 

＜救急体制の強化＞

救急医療体制づくりの推進 [健康福祉局] 1,115,511 1,185,937     △ 70,426 

・ 休日急患診療所等運営事業
・ 救急医療対策事業
・

周産期医療対策の推進 [健康福祉局] 137,599 204,808  △ 67,209 

・ 周産期医療ネットワークの推進

・ 総合周産期母子医療センターの運営　など

救急需要対策と高度な救急体制の整備 [消防局] 216,955 222,311       △ 5,356 

・ 救急救命士の養成

○ メディカルコントロール活動の推進

・ 高規格救急自動車等の更新（３台）及び増強（１台）
・ 救急車の適正利用の推進
・ 救急活動の充実とＰＡ（ポンプ車と救急車）連携の運用
◎救急用高度化資器材の配備

消防署所の適正配置 [消防局] 303,934 18,047       285,887 

＜良好な生活衛生環境の確保＞

食品衛生による安全な生活の確保 [健康福祉局] 76,981 77,058  △ 77 

・ 食品衛生事業　など

肝炎対策事業の推進 [健康福祉局] 52,181 64,827  △ 12,646 

予防接種事業の推進 [健康福祉局] 3,321,741 4,097,473  △ 775,732 

◎健康安全研究所の開設 [健康福祉局] 346,392 -                346,392 

○葬祭場の整備 [健康福祉局] 704,245 146,388      557,857 

災害や危機に備える

＜危機事象への的確な対応＞

災害時初動体制の強化 [総務局］ 38,573 28,671 9,902 

救急医療体制確保事業　など

　 救急救命士が行う気管挿管をより安全・確実に行うために、
ビデオ硬性挿管用喉頭鏡を配備する。

　 ＮＩＣＵ等の運営に対して補助金を交付し、周産期医療ネッ
トワーク体制の確保を図る。

　 北部斎苑の火葬棟及び斎場棟の改修工事に着手する。

　 危機事象発生時における災害対策本部体制を強化する。

   救急隊１隊増隊及び救命率向上のため、全救急隊に常時
救急救命士が乗車できる体制を整備する。　　養成人数　５人

　 高度救命処置範囲拡大（気管挿管・薬剤投与）に対応した
救急隊員の研修、教育等を実施し、救命率の向上を図る。

　 感染症等の健康危機から市民を守る科学的・技術的拠点とす
る、健康安全研究所を開設する。

　 日本脳炎、麻しん風しん等の定期予防接種及び子宮頸がん等
ワクチン接種事業を実施する。

　 無料の肝炎検査について継続して実施する。

　 食品の安全を図るため、市場及び市内食品営業施設に流
通している食品等の放射能濃度を検査する。



単位：千円

24年度 23年度 増　減事　業　名　（概　要）

原子力災害対策の強化 [総務局] 117,000 -                117,000 

・ 原子力災害対策事業

放射性物質への的確な対応 [環境局] 7,000 -                7,000 

・ 放射線安全推進事業

給食食材安全対策事業 [教育委員会] 924  - 924 

港の保安対策 [港湾局] 527,260 393,249 134,011 

＜防災対策の推進＞

災害時情報体制の整備 [総務局] 244,693 219,715 24,978 

・ 防災行政無線設備整備事業

・ 総合防災情報システム整備事業

地域防災力の向上 [総務局] 405,202 127,370 277,832 

○ 災害予防対策事業

・ 総合防災訓練事業

○防災拠点整備事業

◎公共建築物の耐震化 [総務局] 20,000 -                20,000 

・ 本庁舎等耐震対策事業

町内会・自治会会館耐震対策事業 [市民・こども局] 13,644 14,660  △ 1,016 

耐震対策等橋りょう整備事業 [建設緑政局] 327,600 312,000      15,600 

総合的な耐震対策の推進 [まちづくり局] 1,882,249 5,074,775  △ 3,192,526 

消防署所の適正配置 [消防局] 303,934 18,047       285,887 

消防活動体制の整備 [消防局] 374,046 402,614       △ 28,568 

◎学校防災対策事業 [教育委員会] 17,120  - 17,120 

義務教育施設防災関連対策の推進 [教育委員会] 373,648 418,400  △ 44,752 

◎高津区防災まちづくり推進事業 [高津区] 12,533 -                12,533 

　 市民館・図書館等に緊急地震速報設備を整備する。

　 震災の発生に備え、地震被害想定調査を実施するとともに、
自主防災組織の防災訓練、啓発活動等の支援、津波対策及
び帰宅困難者対策を拡充する。

　 地域の防災力を高めるため、総合水防訓練、総合防災訓
練、避難所運営訓練を行う。

　 地域防災拠点（区内中学校５校）へのＬＥＤランタン・蓄電池の
配備と停電に備えた室内塗装を庁舎内で実施する。

　 放射性物質が検出された土砂、下水汚泥・ごみ焼却灰等を
安全に保管するため、保管場所を整備する。

   備蓄計画に基づき、地域防災拠点に備蓄倉庫を整備し、災
害発生時に必要な食料、生活必需品等を整備する。

　 本庁舎及び第２庁舎の耐震対策基本方針案策定に向けた
調査･検討を行う。

   災害情報等を広く一斉に音声で伝達するための同報系防
災行政無線について、デジタル化に向けた詳細設計を行う。

　 専門家の意見等を踏まえ、放射線に対する本市の総合的対
策について調査・検討を行う。



単位：千円

24年度 23年度 増　減事　業　名　（概　要）

◎地域連携による総合防災訓練実施事業 [宮前区] 3,212 -                3,212 

＜消防力の強化＞

消防署所の適正配置 [消防局] 303,934 18,047 285,887

・

◎

消防活動体制の整備 [消防局] 374,046 402,614       △ 28,568 

・ 消防指令システム更新
・ 消防・救急無線デジタル化

◎災害対応力の整備 [消防局] 29,487 -                29,487

・ 情報伝達体制の連携強化

・ 首都直下型地震を想定した救助用資器材の充実

◎コンビナート地区の地震対策強化 [消防局] 16,000 -                16,000 

＜治水・雨水対策の推進＞

河川の整備 [建設緑政局] 3,081,214 1,286,475    1,794,739 

・ 平瀬川支川の改修
・ 五反田川放水路の整備

準用河川改修事業 [建設緑政局] 94,198 53,418        40,780 

河川維持補修の推進 [建設緑政局] 271,075 289,852       △ 18,777 

   適切かつ効率的な河川維持補修を行う。

[上下水道局] 2,479,910 2,034,979    444,931 

[上下水道局] 124,000 1,081,920     △ 957,920 

身近な住環境を整える

＜良好な都市景観形成の推進＞

良好な街なみづくりの推進 [まちづくり局] 16,052 10,997        5,055 

・ 都市景観形成推進事業

　 東日本大震災を教訓とした行政と地域が一体となった防災訓
練を実施する。

   丸子地区ほかの浸水対策を推進する。

（下水道事業会計）

麻生消防署仮称栗木出張所の新設

　 消防力の強化を図るため、老朽化した出張所を解体し、改
築に向けた基本・実施設計を実施する。

　 倒壊建物のコンクリート壁の破壊に必要な最新のエンジン
カッターやハンマードリルを整備する。

大師河原貯留管の整備

（下水道事業会計）

   合流改善対策や浸水対策など、多様な機能を備えた大師河原
貯留管の整備を行う。

　 特定事業所における危険物施設の地震対策調査、地震対策ノ
ウハウの共有化を進め、地震対策の促進を図るとともに、市民へ
の安全情報の発信を図る。

　 消防活動に上空からの映像情報を活用するため、ヘリコプ
ターテレビ簡易受信装置を整備する。

   矢上川及び麻生川の改修整備を行う。

   消防力の強化を図るため、出張所新設に向けた建設工事等
を実施する。　　平成25年１月完成予定

麻生消防署柿生出張所の改築

下水道整備による浸水対策



単位：千円

24年度 23年度 増　減事　業　名　（概　要）

◎都市空間演出事業

・ 景観形成調査事業
・ 街なみ誘導助成事業
・ 公共空間整備における景観ガイドライン策定事業　など

＜暮らしやすい住宅・住環境の整備＞

優良建築物等整備事業 [まちづくり局] 76,509 96,390         △ 19,881 

アスベスト対策の推進 [まちづくり局] 8,250 7,500          750 

・ 民間建築物の吹付けアスベスト対策事業

総合的な耐震対策の推進 [まちづくり局] 1,882,249 5,074,775  △ 3,192,526 

○ 特定建築物等耐震対策事業

○木造住宅耐震改修助成事業

・ 木造住宅耐震診断士派遣事業
・ 宅地防災工事助成金
・ 公共建築物耐震化推進事業
・ 市営住宅等耐震化事業
・ マンション耐震診断助成事業
・ マンション耐震改修助成事業
・ 防災都市計画推進事業

密集住宅市街地整備促進事業 [まちづくり局] 8,700 12,000         △ 3,300 

急傾斜地崩壊対策事業 [まちづくり局] 87,700 80,234        7,466 

[まちづくり局] 11,928 10,372        1,556 

公的住宅の整備 [まちづくり局] 2,379,631 2,858,537     △ 478,906 

・ 公営住宅の建設等　322戸
・ 特定優良賃貸住宅の家賃助成等　2,311戸
・ 高齢者向け優良賃貸住宅の家賃助成　167戸

新たな住宅政策の推進のための検討・調査 [まちづくり局] 4,345 4,281          64 

・ 住宅政策基礎調査事業　など

住宅市場の育成等を重視した住情報提供 [まちづくり局] 14,861 12,620        2,241 

・ 住情報提供事業　など

良質な住宅・マンションストックの形成 [まちづくり局] 7,000 7,000           -

・ マンション共用廊下等段差解消改修工事費用助成事業
・ 子育て等あんしんマンション設置費用助成事業

宅地耐震化推進事業

　 特定建築物耐震改修等事業助成制度の制度拡充等によ
り、耐震化を促進する。

　 宅地の耐震性の向上を図るため、大規模盛土造成地の大地震
における崩落の危険性等について変動予測調査を行う。

　 急傾斜地崩壊危険区域内におけるがけ崩れの災害を防止する
ため、神奈川県が実施する防災工事の費用の一部を負担する。

　 制度拡充した耐震改修助成制度により、木造住宅の耐震化
を促進する。

   優良建築物等整備事業の施行者に対し、事業費の一部を助成
する。　３地区

　 殿町３丁目地区において、良好な夜間景観を創出する建築
物等に関する取組に対し、事業費の一部を助成する。

　 小田２・３丁目及び幸町３丁目地区において、戸建住宅等の不
燃化、区画道路の拡幅促進等に要する費用の一部を助成する。



単位：千円

24年度 23年度 増　減事　業　名　（概　要）

◎応急仮設住宅借上事業 [まちづくり局] 31,208 -                31,208 

＜市民の提案や自主的な活動が活きるまちづくりの推進＞

まちづくり対策事業 [まちづくり局] 10,220 12,106         △ 1,886 

・ 建築及び開発行為に関する総合調整事業　など

[まちづくり局] 9,875 8,700          1,175 

・ 地区まちづくり推進事業
・ 誘導的建築行政推進事業

快適な地域交通環境をつくる

＜身近な地域交通環境の整備＞

[建設緑政局] 48,313 13,000        35,313 

・ 重点整備地区内に点字ブロック等交通安全施設の整備
　 新川崎・鹿島田駅周辺地区、鷺沼駅周辺地区　など

[建設緑政局] 242,000 310,080       △ 68,080 

[交通局] 206,029 944,896  △ 738,867 

＜地域の生活基盤となる道路整備＞

交通安全施設の維持 [建設緑政局] 237,274 232,563      4,711 

あんしん歩行エリアの整備 [建設緑政局] 97,240 78,100        19,140 

・ あんしん歩行エリア内における交通安全対策の実施

○自転車通行環境の整備 [建設緑政局] 139,877 12,000        127,877 

地域の生活基盤となる橋りょうの整備 [建設緑政局] 406,000 353,000      53,000 

・ 江ヶ崎跨線橋架替工事　など

耐震対策等橋りょう整備事業 [建設緑政局] 327,600 312,000      15,600 

　 橋脚等の耐震補強工事を実施する。

○橋りょうの長寿命化 [建設緑政局] 413,300 148,100      265,200 

バリアフリー計画策定事業 [まちづくり局] 3,570 4,000           △ 430 

民営鉄道駅舎エレベーター等設置事業 [まちづくり局] 33,332 -                33,332 

・ 京急大師線港町駅　２基

（自動車運送事業会計）

   鋼管通地区、梶が谷駅周辺地区　など

　 東日本大震災の被災県からの要請に基づき、一定の期間、民
間の賃貸住宅を応急仮設住宅として避難者へ提供する。

   歩行者と自転車が相互に安全通行できる道路環境を実現する
ため、自転車通行環境の整備を実施する。

エスカレーター更新事業

バリアフリー重点整備地区における

バリアフリー対応車両の市バスへの導入

　 交通事故防止のため設置されている防護柵等の道路付属物を
常に良好な状態に保つため、適切な維持補修を行う。

   「川崎市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、安全性と信頼性の
確保を目標に、修繕工事及び点検等を実施する。

   バリアフリー化を推進し市民サービスの向上を図るため、老朽
化の著しいエスカレーターを更新整備する。

地域の自主的なまちづくりへの誘導・支援

　　　　　　　　　　　交通安全施設整備の推進

   ガイドラインに基づきバリアフリー推進構想を策定する。　２地区



単位：千円

24年度 23年度 増　減事　業　名　（概　要）

民営ノンステップバス導入促進事業 [まちづくり局] 4,881 9,470           △ 4,589 

南武線駅アクセス向上等整備事業 [まちづくり局] 77,076 48,000        29,076 

コミュニティ交通支援事業 [まちづくり局] 15,207 23,810         △ 8,603 

◎地域交通環境整備事業 [宮前区] 2,000 -                2,000 

＜バス輸送サービスの充実＞

◎

[交通局] 27,434 -                27,434 

・
・

[交通局] 85,656 30,403        55,253 

◎

・
・

[交通局] 28,400 41,932         △ 13,532 

・ 利用実態と収益力向上を見据えたダイヤ改正
・ 外部有識者（路線検討委員会）による検討　など

[交通局] 21,861 328,661       △ 306,800 

・
・

[交通局] 206,029      944,896       △ 738,867 

・ ７両（うち６両はハイブリッドノンステップバス）

[交通局] 25,838 54,957         △ 29,119 

・ 停留所上屋の整備　　　　　　　　　  　    ８基
・ 照明付停留所標識の整備　　　　　 　  20基　　　　　
・ 停留所ベンチの整備　　　　     　　     50脚

　 経営力の強化による持続可能な経営基盤の確立と、安全運行
の確保、サービス向上などに向けて、市バス事業次期経営健全
化計画の策定に向けた取組を進める。

　 武蔵溝ノ口駅以北の片側改札口駅について、鉄道による地域
分断の改善や安全性・利便性の向上などに向けて、概略設計等
を実施する。

   民営バス事業者に対して補助を行い、ノンステップバスの導入
を促進する。　３両

お客様サービス向上に向けた研修の充実
市バスマップのリニューアル　など

バリアフリー対応車両の市バスへの導入

（自動車運送事業会計）

　 輸送の安全性の向上に向けて、市バス全車両にデジタル方
式の無線機を導入し、連絡体制の強化を図る。

市バス路線の再編、ダイヤ改正

お客様サービスの向上

（自動車運送事業会計）

（自動車運送事業会計）

バス停留所施設の整備

（自動車運送事業会計）

　 お客様満足度の向上と都市基盤整備等への対応に向けて、市
バス路線の再編とダイヤ改正を行う。

輸送安全性の向上に向けた運行管理体制の見直し
輸送サービスの向上に向けた運転手研修体系の再構築　など

バス非常時連絡体制の強化

（自動車運送事業会計）

   地域の住民協議会等による地域交通の導入に向けた取組に対
し、持続可能な本格運行に向け、運行実験等の支援を行う。

乗車動向分析システムの整備　など

輸送の安全性の向上

次期経営健全化計画策定に向けた取組

経営問題検討会による検討

（自動車運送事業会計）

　 公共交通網が一点に集まっていないという区の地域課題の解
決のため、関係局と連携して交通網の整備に向けた検討を行う。



単位：千円

24年度 23年度 増　減事　業　名　（概　要）

＜総合的自転車対策の推進＞

総合的な放置自転車対策事業 [建設緑政局] 1,819,415 2,533,898     △ 714,483 

・ 自転車等駐車場の整備・維持管理
○仮称溝口駅南口地下駐輪場新築工事

・ 駐輪場への指定管理者制度の導入
・ 自転車等保管所の維持管理、補修
・ 駐輪場への誘導・啓発、撤去の徹底
○川崎駅東口周辺地区総合自転車対策の推進
・ 仮称川崎駅市役所通り自転車等駐車場設置工事
・ 仮称京急川崎駅本町１丁目自転車等駐車場新築工事

安定した供給・循環機能を提供する

＜良質な水の安定供給＞

[上下水道局] 5,859,447 4,740,938    1,118,509 

[上下水道局] 2,220,000 2,220,000     -

[上下水道局] 3,900,000 6,208,000  △ 2,308,000 

＜良好な下水道環境の形成＞

[上下水道局] 1,778,035 1,382,217    395,818 

[上下水道局] 1,593,675 1,297,393    296,282 

[上下水道局] 7,596,875 9,055,543  △ 1,458,668 

[上下水道局] 2,399,292 589,900      1,809,392 

・ 入江崎水処理センター建設事業　など

　 溝口駅南口広場用地に、収容台数約1,900台の地下駐
輪場を整備する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

   災害対策用施設として災害対策用貯水槽を設置するとともに、
配水管路、浄水場等の水道施設の地震対策を推進する。

水道施設の維持・修繕事業の推進

（水道事業会計）

   維持管理・修理工事を計画的かつ効果的に実施し、良質な水
の安全・安定給水を確保するとともに、施設の長寿命化を図る。

（水道事業会計）

（下水道事業会計）

   給水能力の見直しにより、浄水場の統廃合等による事業規模の
適正化を図るため、必要な施設整備を実施する。

下水道施設の地震対策

（下水道事業会計）

下水道施設の再整備・再構築

下水道施設の維持・修繕事業

高度処理の導入

（下水道事業会計）

   管きょ、処理場・ポンプ場など老朽化した施設の更新を行う。

水道施設の地震対策

（下水道事業会計）

   維持管理・修繕工事を計画的かつ効果的に実施することで、安
定した機能確保を図るとともに、施設の長寿命化を図る。

水道事業の再構築に伴う施設整備

（水道事業会計）

   管きょ、処理場・ポンプ場施設の地震対策を推進する。


